
平成20年度税制改正等について   



平成20年度税制改正大綱（抄）  平成19年12月13日  

自民党・公明党  

二  平成20年度税制改正の基本的考え方  
4 環境問題、安心■安全への配慮  

また、国民の暮らしの安心・安全が確保されるよう、（中略）障害者 の就労支援の観点から授   

産施設等に仕事を発注した企業に対する課税の特例の措置を講ずる。  

第三 平成20年度税制改正の具体的内容  
四 環境問題、安心・安全への配慮  

7  の「  の 寺  に、   注、  

青色申告書を提出する事業者が、平成20年4月1日から平成25年3月31日までの間に開始す   
る各事業年度において、授産施設等に対して資産の譲渡、役務の提供等の対価として支払った金   
額（授産施設等取引金額）がある場合において、その事業年度における授産施設等取引金額の合   
計額が前事業年度等における授産施設等取引金額の合計額を超えるときは、その事業年度又は直   
近2事業年度において取得等した固定資産について、30％の割増償却ができる制度を創設する。   
この場合において、割増償却額の合計額が、その事業年度における授産施設等取引金額の合計額   

から前事業年度等における授産施設等取引金額の合計額を控除した残額を超えるときは、当該割   

増償却額の合計額は、当該残額を限度とする。  
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障害者の「働く場」に対する発注促進税制の創設  
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障害者の「働く場」への発注促進税制（イメージ）  
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障害者支援施設等との随意契約の範囲の拡大について  

1．現行制度   

普通地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、  
等（※）においてその活動の成果として製作された物品を買い入れる契約を規定。  

（※）障害者支援施設、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う事  
業に限る。）を行う施設、小規模作業所。（経過措置により、更生施設（身体、知的）、授産施設（身体、知的、精神）、  
福祉工場（身体、知的、精神）を含む。）  

2，経緯   

構造改革特区第10次提案募集（平成18年10月）において、現行で随意契約が可能とされてい  
る物品の購入以外にも「地方公共団体が障害者支援施設等と役務提供に係る随意契約を行うこ  

とを可能とするこhについて特区提案が行われ、政府として「平成19年度中に結論」として   
いる。   

3．改正内容（案）   

普通地方公共団体の契約について随意契約によることができる場合として、普通地方公共団  
体が障害者支援施設等から役務の提供を受ける契約を追加する（地方自治法施行令の改正）。   
（現在、総務省において別添のとおりパブt」ツクコメントを実施中。）  

物品の具体例（現行）   役務の具体例（今般の改正で追加）   

石鹸、軍手、縫製品、のし袋セット、買物袋、竹炭  
製品、手作りロウソク、オリジナルタオル、麺類、  

公園・建物の清掃、縫製作業、包  

椅子、花苗等   
装・組立、袋詰め、発送業務等   
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平成19年1 2月  
自‡台才子政局才子政課   

地方自王台テ去施寺号令の鵬吾持を改正する政令案の概要  

1  政令改正羊里由   

普通地方公共匠王イ本が持適意契約により契約をすることができる場合の範匪‡の拡大、榊  

般売蒐争入札に参加させないことができる期間の延長及び総合評佃巨一般競争入札の手轟売  

きのデ頸素イヒを才子う等の規定の整イ薦を才子うもの。  

2  政令改正のヰ既要  

（1）普通地方公共巨‡イ本の契約について、新たに障害者支援方包設等力、らの役務提イ共を持適  
意梁寿勺事由とすることごユ   

（2）－舟量競争入手Lに参カロさせないことができる期間を「地方自治法施行令第167条  
の4第2項各号に掲げる事実があった日カ、ら2年間を上限とする一定の期間」か  

ら「地方自治法施行令第167条の4第2項各号のいずれ力、に該当すると言忍めら  

れる者について、3年間を上声艮とする【定の期間」とすること。  

（3）総合評価叩府染叢農争入手Lを行う場合における学芸鼓舞重篤奏者カ、らの意見当意取手続きにつ  
し、て∴ 地方自治法施行令第167条の10の2第4項の規定においては、≡ニラJ）当言亥  

入札をキラおうとするとき、〔呈、’…落木L者決定基準を定めようとするとき、（二言）落木L者を  

決定しようとするときに意見を聴かなければならないとしていたものを、…二〕■、）落木L  

者決定基準を定めるときに意見を聴かなければならないこととし、当該手続きを  

簡素イヒすることり  

ただし、当該意見聴取のβ祭に落札者決定基準に基づいて落手L者を決定しようと  

するときに改めて学芸鼓経馬奏者の意見を聴＜必要があるカ、どうカ、について学詣藍経験  

者の意見を聴かなければならないこととし、薄手L者を決定しようとするときに改  

めて学芸畿経馬貧者の意見を聴＜必要があるとの意見が述べられたときは、当芸亥落木L  
者を決定しようとするときに、あらかじめ学芸鼓緑薫演者の意見を聴力、なければなら  
なしヽこととすること0  

く4）そのイ也所要の規定の整備旨をキラうこと。   

3  施キラ日  

平成20年2月中旬Iニ方毎号寺を予定  
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について   

医療観察法とは、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に対し、その適切な処遇を決定する  
ための手続等を定めることにより、継続的かつ適切な医療並びにその確保のために必要な観察及び指  

導を行うことによって、その病状の改善及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を図り、もってその社会  
復帰を促進する制度である。  

1．指定入院医療機関の整備状況  
● 国関係は、12か所を指定、2か所において建設中である。  

● 都道府県関係は、2か所（大阪府、岡山県）を指定、2か所（長崎県、東京都）において建設・建設準備中である。  
● 全国で700床程度の整備を目標として、現在のところ354床（国関係316床、都道府県関係38床）を整備。今後、  

対象者の社会復帰を促すためにも自治体関係の病院による病床確保が不可欠。  

2．指定通 医療機関等 
の確保  

● 指定通院医療機関については全国で260か所の医療機関を指定し、鑑定入院医療機関については全国で236  

か所の医療機関を最高裁判所に推薦した。  

● 指定通院医療機関については、各自治体内で地域偏在が見られるので、対象者の円滑な社会復帰を促すため  
に、地域バランスを考慮した指定通院医療機関の確保に引き続きご協力願いたい。  

● 鑑定入院を引き受ける医療機関については、対象者の増加していることから、鑑定医療機関の確保に引き続き  

ご協力願いたい。  

3．精神保健判定医1精手中保健参与貞候補者 の推薦  

● 精神保健判定医候補者792名、参与員620名を平成19年名簿に登載し、最高裁判所等に提出したところ。   

4．通院対象者の地域における連携体制の確保  
● 通院対象者の地域処遇が適正かつ円滑に実施されるためには、これを担う諸関係機関が相互に連携協力して  

取り組むことが重要である。  

● 保護観察所をはじめ、保健所、精神保健福祉センター等関係機関と必要な情報交換を行うなどして、平素から  
緊密な連携が確保されるよう努めていただきたい。  
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旨占入院医・熟機関の整荷状況  

1。国関係（14の精神科専門病院に設置することとし、12医療機関が稼働中）  

①国立精神・神経センター武蔵病院（東京都）  33床  17．7．15開棟   
②国立病院機構花巻病院（岩手県）   33床  17．10．1開棟   

③国立病院機構東尾張病院（愛知県）   33床  17．12．1開棟   
④国立病院機構肥前精神医療センター（佐賀県）   33床  18．1．1開棟   
⑤国立病院機構北陸病院（富山県）   33床  18．2．1開棟   

⑥国立病院機構久里浜アルコール症センター（神奈川県）   17床  18．4．1開棟   

⑦国立病院機構さいがた病院（新潟県）   33床  18．4．1開棟   

⑧国立病院機構小諸高原病院（長野県）   17床  18．6．15開棟   

⑨国立病院機構下総精神医療センター（千葉県）   33床  18．10．10開棟   

⑩国立病院機構琉球病院（沖縄県）   17床  19．2．1開棟   

⑪国立病院機構菊池病院（熊本県）   17床  19．9．3 開棟   

⑫国立病院機構榊原病院（三重県）   17床  19．10．15開棟   
⑱国立病院機構賀茂精神医療センター（広島県）   33床  平成2P年度中 開棟予定   

⑭国立病院機構松籍荘病院（奈良県）   33床  平成21年度中 開棟予定   

2。都道府県関係  

（D岡山県精神科医療センター   33床  19．10．1開棟   

②大阪府立精神医療センター   33床  19．9．7開棟（当面5床で運営）   

③長崎県立精神医療センター   17床  平成20年4月 開棟予定   

④東京都立松沢病院   33床  建設準備中   
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1丁．了．15  

心神喪兵馬の状態で重大な他音符為を行った者の医療及び観察等に関する法律の概要  
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3 措定．丸綾医療機能にお汁る医一書  

0 入醜決定を受けた番蛙r 庫生歯髄省令で定める基準に適合する綿受入院  

医磯機関（腐公立病暁）轟こおいて‘入鈍才こよる草津い専門的な医塵を受け  

る，  

0 保護組賓所は｝ 入統率の対象潜について，退醜譲の生活環境の髄整等を  

行う。  

0 載斗嘩所は，対象数 慢性潜又は指定人硫医療磯鴨の響喝領ぬ申立てによ  

って．過汲を許可することができる。  

一 地域漁会における処遇へ  

0 韓定入鏡医繚機恥の管理穏は，原則として6か閂ごとに、艶判煎に瀕し  

退院許可の申立て又は入漁強健椚確法の申立てをしなければなちない。  

叫 過銘肝可の決定 地域捜会における飽邁へ  

m一 入鹿継親の確認の決定  

「心神問の  

医卿筆   

1 日 的   

心神慈先考の状態で重大な地謬行為を行った漸二対する適切な処遇を決定す  

るための草紙ぬ澄め  

i   

O 級軌粗 かつ、適切な医環   

0 その確保のために必寧な観察及び指導  

1  

鎖状の改さ及びこれに伴う同様の行為の再発の防止を盛り、もってその  

社会復帰を億過する  

2 胴醜の決慶事観   
殺人、放火等の漁夫な非に当たる行為について   

0 不起訴（心神喪失又は心神耗弱を遮澄J   

O 心神喪泉を理由よする無廃刊決   

0 心神耗弱により刑を鵬された有非職淡（実刑を除く）  

上  
4 地域社会における処遇  

0 通院決定を受けた密漁び過陵を鮮可された裔は．経堂労触省令で定める  

基準に適合する指定過渡辰療機関において温暖治億を受けるとともに，保  

護観葉南（漁会復帰加整晋）による靖神保健観寮に施する廿  

0 保護観葛餅は．指定通暁最強隠阻 恕道府県知事等と協嫌の上．亀遇に  

関する実施計画牽澄める。  

0 保護観膏軒（社会様様閥整官）隠対象者の円滑な社会復強奪腐るため一   
勝保線閉息び民師団練箪との連携の確保に努掛るや  

0 轄神保健観察の下での通練達療を行う瀬r剛ま．丑年潮とするく裁朝所はl  

通じて2年を抱えない慈題で．この期聞を弦畏で藩るゎき。  

0 裁判前臆一 対象軌 操昧恕又は級護観察蘇め如中温てによって．鞠神  

保健毅欝の下での通暁治療を終了することができる。  

0 裁判所軋 辣神保健漑嘗を受けている都こつ軋 保漣観察所の長の申立  

てにより，（再1入院決定蕾すもことができる仁   

地方裁判所の客軸   

処遇の牽否は，漫筆増琶と精神保健審判員 電輔神科医）の合議体で、その  

意見の一致したところにより決定するや絆神保謎参与邑（精神沖宰穏福祉  

等に関する埠門家）の意見を扱く   

塞 検察官の申立てにより．審判を絹輸する分   

審 対象軌こは、弁凍土である付添人を付する。   

洋 不起訴処分を受けた恕については．対象行為を行ったこと等、擾制  

度の対象恕であることの確奴を行うか   

丼 鑑定人腕前舎を発し，専門家である医師が．対象者の精神状態等に  

ついて鑑定する甘   

薯 検察官．付添人等は．資料を漣出し．意見を陳述する。   

軍 使隠観帝所による盤藩環境の鞘堂を行うことがで奉る。  

上  

処遇め決定  

0 医療を受け暮せるた削二人餞を蕃せる決定くÅ険決定）  

叫 指定人暁医療機関における処遇へ  

0 丸陳によらない医療を受けきせる決定 亡通暁決定I  

叫 地域社会における処遇へ  

※ 決定に不服の場合は．高等裁判所に抗告で替る。  
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